別記様式第2号の3(第13条関係)
既存不適格調書
（届出日を記載してください。）　　年　　月　　日
申請者(建築主)　住所　栃木県○○市○○　　　　　
氏名　栃木　太郎                 
　次の既存建築物を現地調査した結果、事実に相違ありません。
調査年月日　　　　　　　年　　月　　日
調査者　建築士事務所名　○○建築設計事務所　　　　　
住所　栃木県○○市○○ 　　　　　
氏名　建築　太朗　　　　　　　　　

	1　既存不適格建築物敷地等の概要(敷地単位)

	工事種別
	　増築

	　
	建築時年月
	基準時
	現在

	地番地名
	　
	　
	　

	用途地域
	　
	　
	　

	地域地区
	　
	　
	　

	主要用途
	　
	　
	　

	建ぺい率上限
	　
	　
	　

	容積率上限
	　
	　
	　

	不適格事項
	不適格条項
	建築基準法第　　条第　　項第　　号　　建築基準法施行令第　　条第　　項第　　号

	
	不適格の理由
	　

	
	既存不適格建築物に対する制限の緩和の根拠
	建築基準法第86条の7第　　項　　建築基準法施行令第137条の

	
	
	政令の範囲内である理由

	
	　
	基準時年月
	基準時

A
	現在

B
	本申請による増減

C
	合計

D＝B＋C
	基準時からの増加率

D／A
	基準時の上限

	
	不適格部分(　　　　)
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


	2　既存不適格建築物等の概要(棟単位)　　(　母屋　)棟

	着工年月日
　　　　　　平成25年3月10日

	確認済証交付年月日・番号
	　平成25年3月1日　○○土第222号



	検査済証交付年月日・番号
	　平成25年7月30日　○○土第123号

	不適格事項
	不適格条項
	建築基準法第　20　条第　４　号　　建築基準法施行令第　46　条第　４　項

	
	不適格の理由
	　

	
	既存不適格建築物に対する制限の緩和の根拠
	建築基準法第86条の7第　1　項　　建築基準法施行令第137条の2　第2号イ

	
	
	政令の範囲内である理由　H17告示566号に適合しているため。詳細別添のとおり。

	
	　
	基準時年月
	基準時

A
	現在

B
	本申請による増減

C
	合計

D＝B＋C
	基準時からの増加率

D／A
	基準時の上限

	
	不適格部分(延べ床面積)
	令和2年6月
	100.0㎡
	115.0㎡
	　30.0㎡
	145.0㎡
	　145%
	　150.0㎡


	3　当該申請に係る増改築等以前に行われた増築、改築、修繕、模様替、用途変更又は除却に係る工事(既往工事)の履歴

	1
	工事種別
	　増築

	
	工事概要
	　子供部屋等（15㎡）の増築

	
	確認済証交付年月日・番号
	　2021年４月１日　○○土第12号

	
	検査済証交付年月日・番号
	　2021年５月30日　○○土第50号

	2
	工事種別
	　

	
	工事概要
	　

	
	確認済証交付年月日・番号
	　

	
	検査済証交付年月日・番号
	　


	備考
	


注　1　「不適格部分」欄には、不適格項目(延べ面積、動力、台数、容量等)について数値を記入してください。
　　2　記入欄が不足する場合は、適宜欄を追加し記載するか、又は別紙に記載し添付してください。
記載例








